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1. はじめに 

岐阜県は「研究開発立県」を 目指して、 科学技術振興に 関わる種々の 施策を進めている。 研究開 

発 立県を具体的に 推進するため、 平成 8 年度に「岐阜県科学技術基本戦略」を 策定、 1 3 年度に改 

訂し、 活力とゆとりのあ る質の高い生活の 実現、 地域産業の活性化、 新産業の創出・ 育成を基本方 

向の柱に据え、 スイートバレー 構想を始めとする 各種科学技術振興施策を 実施することとしている。 

2. スイートバレー 構想 

岐阜県は、 県南部に広がる 濃尾平野を流れる 木曽三川流域 ( バレ一 ) を中心とした 地域に集積し 

ている、 ソフトピアジャパン、 テクノプラザなどのⅡ拠点、 岐阜大学を始めとする 教育研究機関、 

ハイテク産業などの 資源を結集して、 町 関連企業、 コンテンツ ピ ジネスの一大集積地を 形成し、 世 

界に 誇る情報価値生産の 場ア情 場山 づくりを目指す [ スイートバレ㎡ Sw ㏄ t Valley) 構想 ] を推進し 

ている。 

このコンセプトは 、 ①交流、 ②連帯、 ③創造の 3 つをキーワードに 全国・全世界的な 情報の「受 

信・生産・発信の 場を構築するものであ り、 Ⅱ関連という 一つ分野で集積を 作れば、 そこに人材が 

集まり、 それに見合った 産業やべンチヤ 一企業が創出されることを 狙ったものであ る。 

(1) ソフトピアジ ャ パンプロジェクト 

スイートバレー 構想の中核拠点の 一つが「ソフトピアジャパン」であ り、 2 1 世紀の基幹産業と 

なる 皿 、 マルチメディア 関連産業の育成や 地域情報化、 国際的なソフトウェアの 研究開発拠点とし 

ての整備が進められている。 

ソフトピアジャパンのコア 機能として、 ①マルチメディアなどに 関する先端的な 研究開発の支援、 

②映像ソフトなどマルチメディア 関連の人材育成・ 確保、 ③情報関連企業間の 交流・連帯による ニ 

ユー ビジネスの創出、 ④先端的なソフト 情報発信を持ち、 産学官姉位一体となった「国際ソフトピ 

ア・コンプレックス」の 形成を目指している。 

(2) テクノプラザプロジェクト 

スイートバレー 構想のもう一つの 拠点が「テクノプラザ」であ り、 VR 技術や ロ ポット技術など 科 

学技術に関する 各種研究開発機能が 集積した、 2 1 世紀型のⅡによるものづくりの 研究開発拠点で 

あ る。 機能としては、 ①新技術創出、 ②起業化・企業化支援、 ③教育研修・ものづくり 支援の 3 つ 

を備えている。 これによりⅡとものづくりの 融合による産業の 高度化、 新産業の創出を 積極的に推 

進 している。 
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3. 岐阜県における 産学官連携 

岐阜県でほ、 スイートバレー 構想のもと種々の 産学官連携が 行われているが、 演者が関わった ( ぃ 

る ) 産学官連携について 以下に述べる。 

(1) 地域研究開発促進拠点支援事業 RSP 事業 ) 

この事業は、 地域の研究開発促進拠点へ、 科学技術振興事業団が 委嘱した科学技術コーチ ィネ一 

タを 派遣し、 地域における 研究開発の促進と 科学技術の振興を 支援することを 目的に、 平成 8 年度 

に創設された 制度であ る。 具体的には、 科学技術コーチ ィ ネータが中心になって 地域のシーズ、 ニ 

一ズの 調査・育成、 実証試験などを 行い、 地域における 科学技術振興と 新産業・新技術の 創出を促 

進する。 

岐阜県は・平成 1 0 年度Ⅰ こ RSP ( ネットワーク 構築型 ) 事業の実施地域に 選定され、 ( 財 ) 岐阜 

県研究開発財団を 研究開発支援拠点として、 方針を策定、 活動を推進してきた。 この 4 年間、 産学 

官の コーディネート 活動に適合する 組織を編成し、 システマティックな 活動をしてきた。 また、 産学 

官の研究者・ 技術者の出会いの 場作りのために 新技術フォーラム、 研究シーズ説明会、 シーズ・ダ 

ウンロード・セミナⅠラ ボ ・ゼミナール 等を数多く開催してきた。 2 7 件実施された 可能性試験 

の中から 8 件の特許出願がなされ、 商品化されたものもあ る。 なかでも、 「マイクロ波応用陶磁器 焼 
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成 装置の開発」が 国際新技術フェアー 2 0 0 1 において最優秀新技術賞を 受賞した。 この新技術に 

より新産業創出への 中 広い活用が動き 始めていることは 大きな成果であ る。 そのほかの新技術にお 

いても、 国や地方自治体が 実施している 公募型助成制度へ 数多くの橋渡しをした。 また、 研究者人 

材情報および 企業情報の基礎的な 整備を行うことができた。 さらに、 県は産学官の 連携を強化する 

ために 県 研究開発財団の 職員 1 名を昨年 4 月に設置された 岐阜大学地域共同研究センタ 一の りエゾ 

ンオフィスに 派遣し、 産学官の連携を 図っている。 

以上のように、 4 年間のネットワーク 構築型 RSP 事業により県内の 産学官連携の 基盤づくりがか 

なり進展し、 成果育成型への 移行ができればと 願っていたが、 残俳ながらかなれなかった。 しかし、 

RSP 事業の成果から、 県は産学官連携を 推進するためにはコーチ ィ ネート活動が 必要不可欠であ ると 

して、 財政事情が厳しい 中、 県単独事業としてコーディネータが 新たに配置され、 研究開発コーデイ 

ネート事業として 継続することになった。 RSP 事業のおかげで 構築されたネットワークをもとに 県 

内の産学官連携を 実のあ るものとして 育成し、 地域産業の活性化を 図るため、 これまでの経験を 活 

かして頑張っていく 所存であ る。 

演者自身、 RSP 事業でのコーディネート 活動は最終年のわずかⅠ 年 だけであ ったが、 あ らためて RSP 

事業はすばらしい 事業であ ったと思 う 。 産学官連携が 緒についたばかりの 現段階では、 単にシーズ・ 

ニーズのマッチンバにより 新産業を創成するというサクセススト 一 リ 一だけなく、 ネットワーク 構 

葉並びに産学官連携への 意識向上に果たした 役割は極めて 大きいと思っている。 

(2) 研究開発コーチ ィ ネート事業 

本年度から 県 単独事業としてスタートしたもので、 その目的は、 岐阜県が目指している「研究開 

発 立県」の形成を 推進するため、 産学官連携を 強力かつ効果的に 推進することであ る。 そしてコー 

ディネート事業の 司令塔として 置かれたコーディネータは、 大学、 公設試験研究機関、 企業等と 連 

撰 し、 コーディネート 活動を実施する。 

活動内容としては、 企業ニーズと 大学・研究機関の 技術シーズに 関する発掘・ 創成・融合を 促進 

する産学官コーディネート 活動を中心に、 その他研究開発・ 製品化支援活動を 行 う 。 主な活動は下 

記の通りであ る。 

①企業ニーズ 及び技術シーズの 発掘・調査 

企業ニーズの 発掘・調査を 行い、 企業における 研究開発課題を 把握するとともに、 大学・研 

究機関の技術シーズを 調査・分析する。 

②プロジェクト 創出研究会の 育成・支援 

研究シーズ と 企業ニーズを 効果的かっ有機的に 結びつけるため、 シーズ保有者とニーズ 保有 

者による研究会等を 支援する。 

③ニーズ と シーズの評価及びコーディネート 

， ン一ズと ニーズを評価検討し、 研究開発におけるべストマッチンバを 見極めるとともに、 研 

究 開発の内容、 課題、 現状に応じて、 必要な体制や 支援事業等を 提案する。 
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                          - -@- 研究開発コーディネートの 流れ - -                                       
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            媒甑 " 、   

                                  蝦蔓 大学ム       な簗ヴジ % フ ネズ咲 職員 振簿簸幣 大学 @  企業   公設 試   

④次のステップへの 支援 

研究開発に関する 具体的な方針、 内容、 体制が整った 研究課題について、 国や県の支援制度 

を利用する場合、 その橋渡しを 行 う 。 

4. おわりに 

岐阜県が進めているスイートバレー 構想を一層推進するために、 今後は演者が 関わっている 研究 

開発コーディネート 事業のほか、 研究成果活用プラザ 事業、 WABOT-HOUSE 研究所、 産業経済帳 

典 センター及び 知的所有権 センタ一等、 種々の産学官連携事業のコーディネータ、 アドバイザーと、 

これまで以上に 情報交換をし、 連携並びに協力し 合って努力していく 所存であ る。 
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